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はじめに
令和元年８月に公的年金制度に関する政府の財政検証（1）が公表され、公
的年金制度の持続性が政策議論の焦点となっている。こうした中、公的年
金制度では不足する老後の生活資金を補う制度として個人型の確定拠出年
金（iDeCo）などが注目を集めている。とはいえ、日本の労使においては、
企業が従業員の老後の生活保障を１つの目的として実施してきたいわゆる
「退職給付制度」が存在してきた。退職金（一時金）制度と企業年金制度
がその中心をなす制度である。特に企業年金制度は、各企業が独自に制度
を設計し運営する自社年金、企業が信託銀行や生命保険会社等と契約して
退職年金制度を行う税制適格年金制度（2）、公的年金である老齢厚生年金の
一部を代行し、その上に企業独自の年金制度を上乗せする厚生年金基金制
度が主流であった。しかし、1990年代後半以降、運用利回りの低下によ
り企業年金制度に対する企業の負担が増大したことで制度を廃止したり、
当初約束していた給付水準の引下げに着手する企業が続出する中で、平成
14年４月に確定給付企業年金法（平成13年法律50号）が制定され、厚生
年金基金をはじめとする既存の企業年金制度は確定給付企業年金制度への
移行を進めてきた。また、確定拠出年金法（平成13年法律第88号）の制
定により、個人による年金資産運用の制度が加わり、従来の企業年金の在
り方が大きく変化してきた（3）。
「確定給付型」の企業年金とは、あらかじめ将来の給付水準を設定し、
その給付を支給するために必要な掛金拠出や制度資産の運用が義務付けら
れるというもので、厚生年金基金や確定給付企業年金が該当する。一方
（1）　詳しくは、厚労省HP参照（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
nenkin/nenkin/zaisei-kensyo/index.html）。
（2）　税制適格年金制度は、平成14年に施行された確定給付企業年金法による企業年金の
整備により平成24年３月31日をもって廃止されている。
（3）　確定給付企業年金法に基づく制度には、「基金型」と「規約型」がある。確定拠出
年金法に基づく制度には、「企業型」と「個人型」がある。「個人型」の確定拠出年
金はもはや企業年金というより個人年金というべきだろう。
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で、「確定拠出型」の年金制度は、企業や加入者が拠出した掛金を加入者
の自己責任で運用し、その結果次第で給付水準が変動するタイプの年金制
度で、確定拠出年金が該当する。
現在の企業年金の実施状況は、厚生年金基金の基金数は８（加入員数
16万人）、確定給付企業年金の件数は12,811（加入者数940万人）、確定拠
出年金（企業型）の件数は6222（加入者数719万人）となっている（4）。
こうした統計からも明らかなように、厚生年金基金の多くは解散や代行
返上により他の制度に移行するなどして大幅にその数を減らし過去のもの
となりつつある。そもそも、こうした状況となった大きな原因は、平成24
年２月に発覚したいわゆる「AIJ事件」である。この事件は、主に中小企
業の厚生年金基金の年金資産運用を任されたAIJ投資顧問会社がリスクの
高い金融派生商品による運用を繰り返し、基金の資産のほとんどを消失さ
せたというものだ。投資顧問の責任もさることながら、AIJに資産運用を
任せた厚生年金基金の理事長や運用担当理事は公的年金を代行するという
意味で「みなし公務員」であるため個人責任を問われることもない（5）。こ
うした厚生年金基金の問題が社会的注目を集めるとともに、公的年金であ
る老齢厚生年金の一部を代行する厚生年金基金が積立不足によるいわゆる
「代行割れ」を起こしたり、今後代行部分の給付を保証できなくなる可能
性がある基金が増加したことで、厚生年金基金制度そのものの抜本的改革
の必要性が出てきた。
平成26年に「公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金
保険法等の一部を改正する法律」（平成25年法律第63号。以下、「改正法」
という。）が施行されたことにより、厚生年金保険法上の厚生年金基金と
企業年金連合会（旧厚生年金基金連合会）に関する規定（106条～188条）
（4）　企業年金連合会「企業年金の現況（令和元年９月１日現在）」（https://www.pfa.
or.jp/activity/tokei/nenkin/files/genkyo.pdf）。
（5）　AIJ事件については、赤堀勝彦「わが国の企業年金制度の課題とリスクマネジメン
ト－AIJ年金資産消失事件を踏まえて－」『神戸学院法学』第45巻第１号121頁を参照。
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が削除された。改正法施行から10年で現在存続している厚生年金基金は
解散あるいは他の企業年金制度に移行となる。改正法施行後５年が経過し
た現在において、これまでの企業年金に関する法的問題を整理しておきた
い。制度が変わることで無くなる法的問題、制度が変わっても依然として
残される法的問題もある。
第１章では、企業年金制度の中でも今回の改正法によって消えゆく厚生
年金基金制度に焦点を当てる。厚生年金基金制度に関する法的問題を整理
しておくことは、他の企業年金制度に関する議論にも資するものと考え
る。上述したように、改正法が施行され、厚生年金保険法も改正されてい
るため、厚生年金基金制度の歴史的経緯や法的問題に関しては、改正法施
行前の旧厚生年金保険法（以下、「旧法」という。）の規定に基づいて論じ
ていく。厚生年金基金に関する旧法上の規定は、部分的な変更はあるもの
の、現在存続している厚生年金基金には依然として適用されるものであ
る。
第２章では、厚生年金基金制度に代わる企業年金制度である確定給付企
業年金制度について、その概要と受給権保障のあり方について述べる。
第３章では、企業年金制度における制度変更、特に年金額の減額を伴う
ような制度の不利益変更において、制度の持続性と加入員および受給者の
受給権保障とをいかにして実現すべきかについて試論を試みたい。
第１章　厚生年金基金制度・再考
１．厚生年金基金制度の概要（6）
（１）制度創設の歴史的経緯
日本で最初の労働者向けの公的年金制度は、軍人や公務員に対するもの
から始まった。すなわち、明治８年の海軍退隠令（太政官達明示８年第
（6）　詳細は、拙稿「厚生年金基金制度の性質をめぐる法的問題点－テザック厚生年金基
金事件を契機として」労旬1620号33頁を参照されたい。
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148号）、翌年の陸軍恩給令（太政官達明示９年第99号）に始まり、明治
17年に官吏恩給令（太政官達明示17年第１号）が公布された。その後、
大正12年の恩給法制定（大正12年４月14日法律第48号）により、給付水
準の統一化が図られている。また、明治40年に創設された帝国鉄道庁現
業員共済組合などの共済組合が現業部門の労働者に対する年金制度を設け
るようになるなど、民間部門の被用者に対する年金制度に先駆けて官庁関
係の被用者年金制度が確立された。
民間部門は、これに遅れて、昭和14年の船員保険法制定（昭和14年４
月６日法律第73号）に始まり、16年には工場法・鉱業法の適用を受ける
事業所に使用される男子労働者を適用対象に、厚生年金保険法のもとと
なった労働者年金保険法が制定された（昭和16年法律第60号）。その後、
昭和19年11月の法改正によって、労働者年金保険法は厚生年金保険法へ
と改称され（昭和19年法律第21号）、適用対象を常時10人以上を使用する
事業所から常時５人以上を使用する事業所に拡大し、女性を含む職員労働
者に対しても適用されることとなり、これをもって民間企業の被用者年金
制度が確立された。
民間労働者に対する公的年金制度が整備される前の昭和11年に「退職
積立金及退職手當法」（昭和11年法律第42号）が制定されている。従業員
の退職に際して退職手当を支給する労使慣行は、既に工場や鉱山において
かなり普及していたが、こうした私的な退職金制度に対して初めて国によ
る規制をかける形で、工場法および鉱業法の適用を受ける労働者を対象に
した保護立法の１つとして制定され、失業保険的な性格をもつものであっ
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た（7）。この法律は、昭和19年の厚生年金保険法制定時に同法に吸収され廃
止されたが（8）、私的かつ任意に行われていた退職手当等の労使慣行を国家
による強制的な「制度」に転化したものであり、また、退職金制度と公的
年金との「調整」の問題を内包するものであった。
その後、厚生年金保険法は昭和29年の全面改正（昭和29年法律第115号）
において、適用範囲の拡大、給付水準の向上（標準報酬月額の上限額を
８千円から１万８千円に引き上げた）が行われ、さらに、老齢年金を定額
部分と報酬比例部分の組み合わせとし、財政方式を積立方式から修正積立
方式へ変更するなど、現行法の基礎が築かれることとなった。
この法改正に対して当時の日経連は昭和27年７月、「厚生年金保険法改
正に関する見解」の中で、次のように述べている。
「多くの企業においては世界にその例を見ない退職金制度があり、既
にその額は多額に上り、事実上社会保険制度を代行している現実を看過
してはならない。もしこれを全廃或いは削減することが可能ならばとも
かく、組合側の既得権利論或いは賃金後払い論によってこれが実施に事
実上障害が存在する事情を考えれば、これと併行し退職金として支払う
額の数倍にも相当する厚生年金保険料を支払うことは全く不可能であ
る」。
これは、すでに昭和27年当時から、厚生年金保険と退職金制度との「調
整」が顕在化していたことを示している。しかしながら、基金制度に対す
（7）　同法の立法趣旨は、①解雇・退職手当を支給する慣行を一定範囲の事業につき支給
を強制する立法によって制度化すること、②支給の条件および金額を明確に定める
ことで紛争の防止を図ること、③支給のための積立を計画的に行い、一般事業財産
と区別して管理させることで、一般債権者の差し押さえから保護すること、④積み
立てを強制する代わりに積立金への税制優遇を与えること、⑤退職金審査会の設置
による審査を民事訴訟に前置することで紛争の迅速な解決を図ることとされている
（後藤清「退職積立金退職手當法論」有斐閣1937年、36頁）。
（8）　改正附則10条には、「前条ノ制定施行ノ際退職積立金及退職手當法ノ適用ヲ受クル
労働者ハ同条ノ適用ニ付テハ同条ノ制定施行ノ日ノ前日ニオイテ已ムコトヲ得ザル
事由アリタルニ因リ退職シタルモノト看做ス」と規定されている。
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る労使の見解は真っ向から対立するものであった。すなわち、上述のよう
に、使用者側が厚生年金と退職一時金の機能上の重複、費用負担の重複の
解消のために両者の調整が必要であるとの見解を出す一方で、労働者側
は、公的な年金と労使の協約等に基づく権利義務関係としての私的な退職
一時金・企業年金との調整は筋違いであると主張し、公的年金である厚生
年金と私的な退職金制度との調整を目的とする厚生年金基金制度に対して
否定的であった。
その後、厚年法昭和35年改正（昭和35年法律第17号）において、標準
報酬月額の最高等級１万８千円の該当者が44.2％に達したことから、上限
額を３万６千円に引き上げ、これに対応して保険料率も1000分の35に引
き上げられた。さらに、昭和37年の法人税法および所得税法改正（昭和
37年法律第44号・45号）による税制適格退職年金制度の創設と自社年金
の適格年金への移行、退職一時金の年金化、新規企業年金の実施などが盛
んに行われ、この時期に企業年金制度の本格的普及が始まったといえる。
それと同時に、厚生年金との調整の必要性がより一層高まった。
（２）厚生年金保険との調整
厚生年金保険法昭和40年改正（昭和40年法律第104号）において、保険
料率は1000分の55へ引き上げられ、いわゆる「１万円年金」の実現によ
る大幅な給付水準の上昇が図られた。これにより、厚生年金保険は、制度
として「労働者の老齢、障害又は死亡について保険給付を行い、労働者及
びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与する」（同法１条）という目
的を十分に果たし得るものとなった。それと同時に、厚生年金基金制度を
創設して公的年金である厚生年金の一部を民間企業が設立する厚生年金基
金に代行させ、その代わりに基金への掛金や積立金への税制優遇を行うと
いう形で、昭和27年頃から意識されてきた厚生年金と民間の退職金制度
との「調整」が実現することとなった。また、基金は法人とするとされ（旧
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法108条）、当該基金を設立した事業所と法人格上は別個のものと位置づ
けられた。
この調整と基金と設立企業との別法人化の意義について、第48回国会
衆議院議員社会労働委員会（昭和40年４月15日）で、当時の年金局長は
次のように答弁している。
「現在の段階におきまして労働者の老後の生活保障ということが一般
的にきわめて重要な問題となってまいりまして、その意味におきまし
て、各企業におきまして企業年金が相当普及いたしておる次第でござい
ます。・・・・・今回公的年金である厚生年金の給付を大幅に引き上げ
る、そして老後保障の実をあげるようにいたしたいということになりま
すと、当然、現在民間にあります企業年金が同じような機能を果たして
おるという面をどう調整するか、また負担関係をどう調整するかという
ことが生じてまいったのでございます。・・・・・（また、昭和37年以来
の税制適格退職年金の急速な普及が見られる現状にあるので）むしろこ
の企業年金と厚生年金との法的調整をはかり、そしてこの調整をはかっ
た結果、労働者の利益を保護するという観点に立ってものを考えたほう
がいいんじゃないかということから、・・・・・十分に慎重に検討した
結果、厚生年金のうちで所得再分配に関係のない報酬比例部分だけにつ
いて調整をはかりまして、そして政府の保障する厚生年金の所得比例部
分相当よりも上積みの給付水準が確保され、また企業の盛衰に関わらず
これを権利として保護されるという措置を講じまして、この調整をはか
るのが適切な措置であるという観点から企業年金との調整をはかった次
第であります」（9）（括弧内筆者）。
この答弁から明らかのように、厚生年金基金制度の創設により厚生年金
（9）　引用した答弁記録中の「企業の盛衰」の箇所は、原文では「企業の成立」となって
いるが、「成立」では意味が通らず、厚生省年金局・厚生年金基金連合会共同編集・
執筆「厚生年金基金十年史」（1979年）103頁のこの答弁を引用した箇所において「盛
衰」と改められていたため、本稿においてもこの例に従った。
46 白鷗法学　第26巻２号（通巻第54号）（2019）
と企業年金の調整が行われた理由は、厚生年金と企業年金は、その実質に
おいて労働者の退職後の生活保障を目的とする点で共通・重複する制度で
あり、また、厚生年金の拡充による事業主の負担の増大に配慮したという
ものであった。そして、基金を設立企業と別法人とすることの趣旨目的
は、基金制度を実施することで厚生年金における報酬比例部分よりも上積
みされた給付水準が確保できることと、基金が別法人であることにより、
設立企業の経営状況の変化、特に経営状況の悪化に左右されにくいため、
加入者や受給者の受給権保護に資するという点にあったということが分か
る。したがって、厚生年金基金制度において設立企業および基金は、代行
部分を国に代わって実施することで税制優遇等を受けられると同時に、代
行部分の支払を確保する義務を厚生年金保険法上負う。その一方で、代行
部分の上乗せとして企業独自の設計により運営される「加算部分」は同法
に基づく支給義務を負わない、すなわち、企業および基金と加入員および
受給者（以下、「加入員等」という。）の私的な企業年金制度であるとして、
両者を区別することができるし、区別することが妥当であるといえる。こ
のことは、基金の業務を定めた旧法130条において、「基金は、第106条の
目的を達成するため、加入員又は加入員であった者の老齢に関し、年金た
る給付（以下「老齢年金給付」という。）の支給を行うものとする。」と規
定し、基金の支給すべき「年金たる給付」を「老齢年金給付」と一括して
呼称する旨を定める一方で、旧法133条の２第２項は、「老齢厚生年金の
受給権者に基金が支給する老齢年金給付は、当該老齢厚生年金がその全額
につき支給を停止されている場合を除いては、その支給を停止することが
できない」（括弧内省略）と規定し、公的年金である老齢厚生年金と基金
からの老齢年金給付が連動する旨を規定するが、同条項但書は、「当該老
齢年金給付の額のうち、第132条第２項に規定する額を超える部分につい
ては、この限りでない」（括弧内省略）と規定し、「第132条第２項に規定
する額」＝「代行部分を超える部分」、すなわち、加算部分の取り扱いを
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代行部分と区別する旨を規定している。したがって、基金が支給する「老
齢年金給付」は、その内部は代行部分とそれを超える加算部分とに分か
れ、基金が老齢厚生年金の代行部分の給付は法的に義務付けられると同時
に、老齢厚生年金と同様の取扱いを受けるが、加算部分は任意の給付とし
てその取扱いは設立企業および基金に委ねられているということである。
このように、加算部分が設立企業および基金の制度設計に委ねられている
ということは、加算部分をもたない厚生年金基金制度の実施も可能な点か
らみても明らかだろう（10）。
（３）厚生年金基金の組織と責任
基金の組織は、役員として理事と監事、その他事務に従事する職員らで
構成される。これら役員および職員には、「刑法その他の罰則の適用につ
いては、法令により公務に従事する職員とみなす」（旧法121条）とのい
わゆる「みなし公務員」規定がある。
旧法117条１項は、「基金に、代議員会を置く」と規定し、基金の意思
決定機関として代議員会の設置を義務付けている。代議員は、偶数定数と
し（11）、半数は設立事業所の事業主および適用事業所に使用される者のうち
から選出し、残りの半数は基金の加入員の互選で決定される（同条３項）。
代議員の任期は３年を超えない範囲で、規約で定めることとし（同条４
（10）　厚生年金基金には、老齢厚生年金の一部を代行する代行部分のみを行う「代行型」
と、代行部分とともに上乗せ給付を行う「加算型」がある。加算型は企業年金連合
会HP上のQ&Aで、「加算型の特徴としては、加算部分は企業独自の考え方が取り入
れられるため、給付設計の多様化に対応しやすく、退職金を基金へ移行して年金化
する場合において、優れた機能を発揮します。」（企業年金連合会HP https://www.
pfa.or.jp/qa/kosei/kousei01.html#q2）と説明されている。これに続けて、加算部分
の制度設計の多様性についても解説しており、このことからも加算部分が代行部分
とは全く異なる私的企業年金部分であるということができよう。
（11）　代議員の定数は、当該基金の加入員数、設立事業所の分布状況等を勘案して、各
基金の規約によって定めることとされている（厚生省年金局・厚生年金基金連合会
共同編集・執筆「厚生年金基金十年史」133頁）。
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項）、①基金の規約の変更、②毎事業年度の予算、③毎事業年度の事業報
告及び決算、および、その他規約で定める事項について代議員会による決
議を要するものとしている（旧法118条）。また、代議員会の議長には事
業主が選出した理事の中から選出された理事長が就任することと定められ
ている（旧法117条６項）。これは、基金への「掛金の負担その他の面に
おいて、事業主に多くの責任を負わせているので、事業主側の代表である
理事長に、代議員会の運営にあたっての責任を委ねた」（12）ものであるとさ
れている。
次に、基金にはその執行機関として、理事長と理事、および自己監査機
関として監事を置くことが義務づけられている（旧法119条）。理事は、設
立事業所の事業主において選出した代議員および加入員において互選した
代議員のうちからそれぞれ互選するものとし（同条２項）、監事は、設立
事業所の事業主において選出された代議員から１名および加入員の互選に
よる代議員から１名を選挙により選出することとされている（同条４項）。
役員、特に理事長は、理事会および代議員会において決定される事項以
外の業務執行については、その責任において決定することができ（旧法
120条）、基金の管理運営においては理事長が大きな権限を有していると
いえよう。
基金の所在地は設立事業所の所在地と同一であることが多く（旧法108
条）、また、基金の理事も設立事業所の部長級の者が就任することが一般
的で、基金の役員や職員は設立事業所の従業員が兼務している。設立企業
と基金は法人格を異にしてはいるものの、基金はその実質において、設立
事業所の事業主の方針に則って運営されている一機関に過ぎないといえよ
う（13）。
（12）　厚生省年金局・厚生年金基金連合会共同編集・執筆「厚生年金基金十年史」133頁。
（13）　基金および理事、その他資産運用機関には「受託者責任」が課せられている。「厚
生年金基金の資産運用関係者の役割及び責任に関するガイドライン」（平成９年４月
２日年発第2548号）等参照。
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２．厚生年金基金における「代行部分」と「加算部分」（14）
（１）「代行部分」の法的性格
上述したように、基金が行う「代行部分」と「加算部分」とは区別して
考える必要がある。以下では、両者の法的性格の違いについて検討してい
く。
旧法146条は、「基金の解散による年金たる給付等の支給に関する義務
の消滅」と題して、「基金は解散したときは、当該基金の加入員であった
者に係る年金たる給付及び一時金たる給付の支給に関する義務を免れる。
ただし、解散した日までに支給すべきであった年金たる給付又は一時金た
る給付でまだ支給していないものの支給・・・・・に関する義務について
は、この限りでない」と定めている。すなわち、同条における「加入員で
あった者」とはすでに退職し基金からの年金給付を受給している「受給者」
のことを指すことから、同条は、基金が解散した場合には、受給者に対す
る基金の年金給付の支給義務が将来抜向けて消滅することを明らかにして
いる。しかし、他方で、解散した基金は、公的年金である厚生年金の代行
部分の給付に充てるための「最低責任準備金」を企業年金連合会（旧厚生
年金基金連合会。以下、「連合会」という。）に納付しなければならず（旧
法161条１項（15）、85条の２）、したがって、代行部分は本来公的年金である
（14）　基金による給付は「基本部分」（代行部分＋α）とその上の上乗せ給付としての「加
算部分」という区分が一般的だが、法律上、基金が支給義務を負うのは「基本部分」
のうちの「代行部分」のみで、残りの「＋α」と「加算部分」（一般に、両者を合わ
せて「プラスアルファ部分」という）については明確な支給義務を負っていない。
したがって、このことを明確に示すために本稿では、老齢厚生年金の報酬比例部分
のうち基金が代行して支給義務を負う部分を「代行部分」、「代行部分」の上乗せ給
付として基金の設立企業が独自に給付を約する企業年金部分を指すものとして「加
算部分」という文言を用いる。
（15）　解散時期が平成26年３月31日以前の場合は代行部分に係る最低責任準備金は企業年
金連合会へ納付し、当該部分の年金給付は老齢厚生年金の受給権取得時に同連合会か
ら支給されてきたが、改正法の施行日である同年４月１日以後の解散の場合は国に納
付することとされた（改正法附則８条）。残余財産、すなわち、加算部分の支給のため
の財産については、その分配金を加入員の選択により企業年金連合会に移換されるこ
ととなった（改正法附則40条）。ただし、受給者については残余財産の分配のみである。
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老齢厚生年金であるため、基金が解散しても連合会により給付が保障され
る（16）。代行部分は元は公的年金であるため、基金の解散の影響を受けない
ように配慮されているということだ。
（２）「加算部分」の法的性格
このように、代行部分の確保を図る一方で、加算部分については、法律
上その支給を確保するような規定はない（17）。このことは、厚生年金保険法
が公的年金である厚生年金の給付について定める法律であるため、厚生年
金の一部を代行する基金に関しての規定も、代行部分の法的保障にとどま
るということだろう。しかし、そうであるならば、加算部分の法的性質は
私的年金であり、加入員である従業員、加算部分の受給者、そして設立企
業の事業主（使用者）との契約の論理が妥当する。加算部分の受給権保障
については、代行部分とは切り離して考えなければならない。
試みに、基金の加算部分における当事者、すなわち、「設立企業」・「基
金」と「加入員および受給者（加入員等）」の法律関係を整理してみる。
①設立企業と加入員等との関係は、退職後に企業年金を支給することを内
容とする「企業年金契約」関係にある。現役労働者である加入員について
は、労働契約に付随する契約として、退職後の受給者については企業年金
契約のみが設立企業との間で存続する。②基金と加入員等との関係は、設
立企業との企業年金契約に基づく給付の支給実務に関する「企業年金管
（16）　改正法施行後は、代行部分は国に返上することに改められた。現在の連合会の役
割は、「厚生年金基金や確定給付企業年金を退職等により脱退した人（中途脱退者）
等の年金資産を引き受け、将来的な年金給付を一元的に行う年金通算事業を実施す
るとともに、中途脱退者の年金資産を転職先の企業年金制度や個人型DC（iDeCo）
に移換するポータビリティ機能の役割」である（企業年金連合会HP https://www.
pfa.or.jp/gaiyo/shokai/shokai01.html）。
（17）　解散基金の残余財産の分配に関する規定はあるが（旧法147条）、基金の主な解散
原因が財政悪化による事業継続の不能であることから考えれば、加算部分の年金支
給を継続できるほどの残余財産がある場合を想定する必要性は乏しいだろう。
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理・運用・支給」に関する契約関係、③設立企業と基金との関係は、企業
が加入員および受給者に約した企業年金制度の管理・運用・支給を企業に
代わって基金に行わせるための委任ないし準委任契約関係ととらえること
ができる。
①については、労働者の退職を契機に労働契約から切り離され別個独立
の企業年金契約となるもので、退職時に新たな契約を締結するものではな
い。このように労働契約とは別に企業年金契約を構成するのは、厚生年金
基金規約が厚生年金保険法による規制と厚生労働大臣の認可を要するもの
であるため、労働契約における就業規則と同視することは妥当ではなく、
かつ、既に退職し企業年金を受給中の受給者と企業との関係はもはや労働
契約から離脱しており、受給者の労働契約の効力を及ぼすことはできない
ためである。したがって、企業年金契約は、労働契約に付随して結ばれる
契約関係ととらえることで現役労働者から退職受給者という長期にわたる
契約と捉えることができる。そのようにとらえることが実態にも合致して
いるといえよう。
現役労働者（加入員）である間は、企業年金給付に関する権利は将来の
期待にすぎない。これは、単に年金受給を開始していない時点では受給で
きる額が確定していないという意味であり、また、その後の会社の経営状
況の変化や労使の交渉次第で制度内容が変化し得るという意味においてで
ある。したがって、制度の廃止という事態にならない限り、抽象的な受給
権は加入員である間に発生しているといえる。そうして、抽象的な受給権
が退職を契機に具体的な受給権へと転化する。企業と受給者との関係は対
等な当事者間の債権債務関係となるため、企業は受給者との契約に定めら
れた年金額を契約に定められた期間にわたって保証できるよう基金の運営
に重大な責任を負うことになる。
②について、アメリカの従業員退職所得保障法（ERISA法）では、制度
と加入者および受給者との法的関係を「信認関係」（duciary relationship）
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としてとらえていることをあてはめて解釈することができる。信認関係と
は、一般に、一方が他方を信認し、あるいは、他方に依存し、他方は自ら
に依存している相手方に、その利益を図る義務を負うような関係一般を指
すとされており（18）、信託類似の関係である。さらに、制度の管理者である
受認者（duciary）は制度運営に対する裁量権ないし支配権をもって企業
年金制度を管理運営することから、その裏返しとして高度の責任と義務
（信認義務 duciary duty）を課せられることになる。こうしたアメリカの
企業年金制度における当事者関係の理論を日本の厚生年金基金制度に置き
換えて考えることは十分に可能であろう。基金制度における加入員等は自
らの年金の管理を基金に任せ、基金が適切に資産を運用し年金支給するこ
とに期待（信認）していることから生じる基金の義務や責任を考えること
はできる（19）。
基金の加算部分の減額は規約の変更という形で行われるため、規約変更
に関する要件を充足すれば、すなわち、基金の設立認可基準という行政通
達に従った手続きさえ踏めば規約変更自体はできるが、こうした公法上の
要件を満たすことと、契約当事者に変更された規約の私法上の効力が発生
することは別であり、契約の変更の問題として別個に検討すべきである。
③について、設立企業と基金が法律上は別法人であるが、基金が行う年
金給付に関しては設立企業にも法的責任がある。基金が支給する年金給付
は設立企業において労働者が長年勤続し労務を提供してきたことと無関係
ではありえず、その功労や賃金の後払いとしての性格を併せ持つ給付であ
るがゆえに支給されると解するのが自然であり、「基金は法人とする」（旧
法108条）という規定は、基金に法人格を与えることを明示するのみで、
基金とは別法人である設立企業に基金に関する法的責任はないとまではい
（18）　樋口範雄「フィデュシャリー【信認】の時代－信託と契約－」（有斐閣2004年）28頁。
（19）　拙稿「企業年金制度における受給権保障の法的枠組み－米国ERISA法と日本の企
業年金法制をめぐる日米比較－」『日本労働法学会誌』112号164頁（法律文化社　
2008年）等を参照されたい。
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えないだろう。したがって、設立企業もまた契約関係の当事者として法的
責任を負うと解すべきだろう（20）。
３．厚生年金基金制度における「受給権」
（１）「受給権」の発生時期
厚生年金基金制度における「受給権」とはいかなるものか。旧法134条
は、「基金が支給する年金たる給付及び一時金たる給付を受ける権利は、
その権利を有する者の請求に基づいて、基金が裁定する」と規定してい
る（21）。この規定は、公的年金である老齢厚生年金の裁定を定めた法33条
「給付を受ける権利は、その権利を有する者の請求に基づいて、実施機関
が裁定する」と類似している。ただし、条文の構造が同じであっても、両
条文が定める「裁定」の法的性格は異なると考えるべきである。上述した
ように、代行部分と加算部分の法的性格は区別すべきであることから、公
的年金の一部である代行部分と全くの私的年金である加算部分とをひとま
とめにして基金による裁定の法的性格を検討することは妥当ではない。基
金に法的に支給が義務付けられるのは代行部分であり、加算部分は各企業
独自の任意の企業年金制度であるため、加算部分に関する「裁定」は公的
年金としての老齢厚生年金に対する裁定とは区別すべきである。
まず、公的年金に対する裁定の法的性質について裁判例を整理してい
く。日本国民であることが被保険者資格要件とされていた旧国民年金法下
で保険料を納付してきた在日韓国人による老齢基礎年金の却下処分が争わ
れた事件で、裁判所は、社会保険庁長官（当時）の国民年金法「16条の
（20）　拙稿「企業年金制度における「使用者」の責任－米国ERISA法を手掛かりとして－」
『労働者人格権の研究』上巻459頁（信山社　2011年）。
（21）　裁定に対する不服申立てについては、旧法134条および法33条いずれの裁定も社
会保険審査会への不服申立ておよび行政事件訴訟の対象になるものとされている（法
90条から91条の３、旧法169条）。
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裁定は確認的行政処分」であるとの見解を示した（22）。具体的な受給権の発
生時期については、「保険給付は、同法所定の手続により行政機関が保険
給付の決定をすることによって給付の内容が具体的に決まり、受給者は、
これによって、はじめて政府に対し、その保険給付を請求する具体的権利
を取得するのであり、従って、それ以前においては、具体的な、一定の保
険金給付請求権を有しない」（23）と解されている。したがって、社会保険給
付は年金であれば裁定、その他は行政機関の給付決定を受けて初めて受給
権が発生する。
しかし、年金の受給権については、「裁定を受けて、いわば受給の基本
権が生じ、具体的には各月の到来によって当該月分の支分権が生じるとい
うべきであって、未到来の月の支分権は財産権又は既得権とはならないと
解すべきである」とした判決がある（24）。ただし、公的年金の受給権に関す
るこのような考え方は、公的年金が基本的に賦課方式の制度であり、世代
間扶養の制度であることから、制度を支える現役世代と年金を受給する高
齢世代とで負担と給付の公平性を図る必要があることから、年金財政の見
直しによる年金額の改定（減額）もやむを得ず、したがって、将来給付に
ついては受給者といえども改定（減額）を受認しなければならないとする
論理によるもので、公的年金について立法の裁量事項に属することを示し
たものと解するのが妥当である。
一方、私的年金である企業年金の受給権にはこのような論理は妥当しな
い。企業年金の財源は当該企業の事業主のみが負担する場合や従業員が退
（22）　東京高判昭50・10・20東高民報34－12　123項。
（23）　労災保険法における給付請求事件として、最２小判昭29 ・11 ・26民集８巻11号
2075頁。
（24）　広島地高松支判昭56・５・13訟月27巻８号1526頁。所得超過を理由に老齢福祉年
金（当時）の支給停止処分を受けた年金受給者が、当該処分後になされた国民年金
法改正で支給停止期間が変更され、改正前より停止期間が３か月延長される結果と
なったために、財産権の侵害および既得権の侵害であるとして国に損害賠償を求め
た事案。
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職時に退職金（の一部）を拠出したものである。そして、当該拠出金を運
用して得た利益を併せて年金給付の財源とするものである。したがって、
企業年金は、現役従業員が退職者の年金を支えるという公的年金のような
仕組みではない。企業年金では従業員の退職時に受給額が確定され、当該
金額を一定期間（または終身）受け取ることができるという契約関係に他
ならない。したがって、加算部分に対する基金による裁定の法的性格は代
行部分のそれとは異なり、年金額の確定行為とみるべきであり、一旦金額
が確定した加算部分の減額は契約内容の変更として議論されるべきであ
る。
（２）「受給権」の保障―年金給付額の不利益変更
港湾労働者の雇用安定と生活保障を目的に設立された港湾労働安全協会
が運営する年金制度において、原告労働者の退職時に「年額30万円を満
60歳の誕生日の翌月から満75歳の誕生月まで支給する」旨の裁定が行わ
れたにもかかわらず、その後、中央労使合意に基づき「年額25万円」に
減額されたことの効力が争われた事案がある。神戸地裁は、「原告らの年
金給付の裁定請求は、本件規程に従った年金給付を受ける契約の申込みと
解することができ、それに対して被告が行う裁定は、同契約の承諾の意思
表示というべきである」、「本件規程において、支給額、支給日、支給期間
及び支給方法等、本件年金の具体的内容が規定されており、特に、年金支
給額が確定した金額として定められ、また支給期間も・・・・・確定して
いることから、受給権者らが取得する年金支払い請求権の内容は、最低時
における本件規程の内容に基づいて確定的に定まっていたというべきであ
る」と判示している（25）。また、控訴審である大阪高裁では、「一審原告ら
のように、既に本件規程に従って確定的に年金受給権を取得した受給権
者」と述べ、原審の判断を踏襲している（26）。早稲田大学年金減額事件地裁
（25）　港湾労働安定協会事件（神戸地判平17・５・20労判897－５）。
（26）　港湾労働安定協会事件（大阪高判平18・７・13労判923－40）。
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判決においても、年金制度と加入員および受給者との法的関係を「退職し
た教職員ら、あるいはその遺族に対して一定額の年金を支払うことを内容
とする契約関係」と認定し、大学財政自体に年金を減額しなければならな
いほど著しい悪化は認められないとして、年金給付額の一方的減額を認め
なかった（27）。
これらの裁判例は厚生年金基金の加算部分をめぐるものではないが、上
述の通り、加算部分は私的企業年金と位置付けるべきであるため、加算部
分における当事者関係についてもこれらの裁判例が認定したように「契約
関係」とみるべきであるし、基金の裁定により受給額は確定したと考える
べきだろう（28）。
厚生年金基金の加算部分の減額を争った裁判例として「りそな企業年金
基金・りそな銀行（退職年金）事件」がある（29）。
同事件は、基金の設立企業（りそな銀行）の経営悪化に対して公的資金
が投入される中で、厚生年金基金の代行返上と加入員への加算年金廃止お
よび受給者の年金受給額の減額を行ったことに対し、本件減額に同意しな
い受給者らが減額前の年金給付の支給を受ける権利を有することの確認お
よびすでに減額された部分の支払いを求めた事件である。厚生年金基金に
おける加算部分の減額の可否について初めて争われた事件であったが、基
金の設立企業の責任については、基金に年金給付を委ねたとしてその法的
（27）　早稲田大学（年金減額）事件（東京地判平19・１・26労判939－36）。ただし、同
事件の控訴審では、企業年金制度当事者の法律関係を契約関係と認定した原審を維
持しつつも、本件年金契約は、「教職員に対する福利厚生、功労報償の性格を強く有
する」とし、本件制度の財政状況の不安定さから給付額の減額はやむを得ないと判
断された。なお、最高裁は上告棄却（最二小決平23・３・４判例集未登載）。
（28）　特段の明示的な約定がない限り加算年金の受給が労働契約によって定められたも
のとはいえないが、労働契約に付随する信義則上の義務として、使用者には加入者
に対する一定の配慮義務を認めることが可能である旨判示する裁判例がある（菅原
電機事件 大阪地判平17・６・22労判901－70）。
（29）　りそな企業年金基金・りそな銀行（退職年金）事件（東京高判平21・３・25労判
985－58）。平成22年４月15日、最高裁第一小法廷において上告不受理決定（判例集
未登載）。
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責任を否定した。また、基金による受給者への減額は原則として許されな
いとしつつも、「集団的、永続的処理を求められるという厚生年金基金の
性格からすれば、給付水準の変更による不利益の内容、程度、代償措置の
有無、内容変更の必要性、他の受給者又は受給者となるべき者（加入員）
との均衡、これらの事情に対する受給者への説明、不利益を受けることと
なる受給者集団の同意の有無、程度を総合して当該変更が加入員であった
者（受給者）の上記不利益を考慮してもなお合理的なものであれば、この
ような変更も許されるべきである」と判示し、本件における減額の合理性
を認めた。
設立企業は基金とは別法人であり、基金に年金制度の管理運営を委ねて
いたことが基金の行う年金給付に関する設立企業の責任を否定する論拠と
なっているが、基金に対して金銭的にも人的にも実質的な支配を行ってい
る設立企業が基金制度に関する法的責任を負わないという考え方は妥当で
はない。基金の理事らは「みなし公務員」として個人責任を負わないので
あるから（旧法121条）（30）、基金制度の最終的な責任は設立企業が負う以外
にないだろう（31）。
旧法115条２項には、基金規約の変更は厚生労働大臣の認可を受けなけ
ればその効力を生じない旨規定されている。また、規約変更には代議員
の定数の３分の２以上の多数による決議が必要であり（旧基金令10条２
項）、さらに旧設立認可基準（昭和41 ・９・27発363号）において、年金
（30）　テザック厚生年金基金事件（大阪高判平17 ・５・20労判896－12）において、基
金の解散後は基金には加算部分の支払義務を負わず、かつ、基金の理事等の役員は
個人責任を負わないと判示されている。
（31）　甲野・Ｓ社（取立債権請求）事件（東京地判平14・２・28労判826－24）およびＤ社・
Ｓ社（取立債権請求）事件（東京地判平14・２・28労判826－34）は、就業規則（退
職金規程）において約した退職金の一部の支払いを税制適格退職年金制度および厚
生年金基金制度に委ねている場合、使用者には当該部分の退職金の支払義務はない
旨判示した。しかし、信託銀行等の金融機関や基金が破綻するなどして支払義務を
履行できなくなった場合を想定した判決ではないため、これらの裁判例を根拠に設
立企業の使用者としての責任を否定するのは妥当ではない。
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額の減額に関する規約変更は、加入員の３分の２以上の同意（設立認可基
準３－７（１）から（４））と、基金の存続のために受給者等の年金の引
下げが真にやむを得ないと認められる場合であって、事業主、加入員およ
び受給者等の三者による協議の場を設けるなど受給者等の意向を十分に反
映させる措置が講じられた上で、①全受給者等に対し、事前に給付設計の
変更に関する十分な説明と意向確認を行っていること、②給付設計の変更
について全受給者等の３分の２以上の同意を得ていること、③受給者等の
うち、希望する者は、当該者に係る最低積立基準額に相当する額（代行部
分相当額を除く）を一時金として受け取ることができること、の３要件を
充足した場合に規約変更が認可される（同（５））。
年金減額は、こうした行政通達に則って行われてきたが、はたして、私
的年金契約関係における年金額の変更、すなわち契約内容の変更に際し
て、行政通達に定められた要件の充足のみで契約当事者に規約の私法的効
力が生じるといえるのであろうか。そもそも行政通達は、上級行政機関が
下級行政機関に対して法律の解釈指針等を示す内部的なものにすぎず、直
接私人に対して法的拘束力を有するものではない。代行部分の支給の範囲
では基金は行政機関と位置づけることができるであろうが、加算部分の支
給については私人であり、加算部分に関する規約の変更の効力は行政通達
上の要件の充足のみならず、契約内容の変更として別途検討されるべきで
ある。基金の規約にあらかじめ変更を留保する旨の条項があり、当該条項
に基づいて不利益変更が行われる場面では、なおさら当該条項がいかなる
場合を前提とし、変更の必要性や変更内容の相当性その他、当事者の具体
的な状況を検証し、減額の可否を検討すべきだろう。詳しくは第３章にて
述べる。
そもそも、特に、受給者の年金額の減額は、可能なかぎりの制度改革を
議論したうえでの最終手段と位置づけるべきだ。議論の前提として、基金
が加算部分の財源不足に至った原因・責任の所在を明確にすべきである。
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基金の資産運用の在り方や積立金の運用を行っている金融機関の投資の在
り方、設立企業による基金の積立不足分の補填の可否やその程度等を検討
した上でなお受給者への減額がやむを得ない場合に、それらの状況を受給
者らに説明してはじめて当事者間で議論されることである。受給者の年金
額を減額して基金を維持しようとするのは検討の順序が逆である。
４．小括－他制度への移行と加算部分の法的保障
改正法は、厚生年金基金を他の企業年金制度へ移行させることや基金の
解散を促すためにその要件を緩和している（32）。改正法施行後は、現在存続
している厚生年金基金は解散か代行部分を国に返上して確定給付企業年金
制度等の他制度へ移行しなければならない。このようにして、厚生年金基
金制度は今後消えゆく制度であるが、しかし、厚生年金基金制度が他の制
度に移行した場合でも、形を変えて制度は継続していくことになるため、
これまで論じてきた厚生年金基金制度における私的年金部分である加算部
分に関する受給権保障や不利益変更に関する法的問題は、移行先の制度に
関する法令の下でも残る。
他の制度に移行せずに解散したとしても、基金における加算部分に関す
る法的責任は設立企業が負うべきである。基金の解散によって退職後の年
金を失った加入員らに対しては、その不利益を緩和する措置を講じること
を企業に義務付けるべきである。たとえば、加入員については、企業にお
いて確定給付企業年金や確定拠出型年金制度（企業型）を実施できなくと
も、個人型の確定拠出年金制度への加入を促進するとともに企業型の確定
拠出年金制度において事業主に義務付けられている資産運用や投資先の選
定に関する投資教育・情報提供を行うことや相談に応じる体制を整備する
（32）　解散については、施行日である平成26年４月１日から５年間の時限措置として、
最低責任準備金の納付期限の延長、分割納付期間中の利息の固定化、分割納付にお
ける設立企業間の連帯債務の廃止（改正法附則11条から33条）。加算部分の他制度へ
の移行については、設立事業所単位で移行できる仕組みや移行後の積立不足の償却
期限の延長、その他手続きの簡素化などが挙げられる（改正法附則35から36条）。
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ことなどは企業に義務付けるべきである。また、解散時に加算部分を既に
受給していた受給者については、加入員とは異なり、既に受給中の年金が
打ち切られることになり、わずかな残余財産の分配金を受けられるに過ぎ
ないというのでは、公的年金の不足を補う企業年金に対する法的保護に欠
けるといわなければならない。公的年金のみでは老後の生活資金が不足す
ることは明白であることから、企業年金の受給権保障をより強化していく
ことが望まれる。
（本学法学部准教授）
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